
三田市市税条例新旧対照表 

現行 改正案 

第 1条～第 53 条の 12 省略 第 1条～第 53 条の 12 省略 

    第 2 節 固定資産税     第 2 節 固定資産税 

 (固定資産税の納税義務者等)  (固定資産税の納税義務者等) 

第 54 条 省略 第 54 条 省略 

2～4 省略 2～4 省略 

5 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）による土地区画整理事業（農住組

合法（昭和 55 年法律第 86 号）第 8条第 1項の規定により土地区画整理法の規

定が適用される農住組合法第7条第1項第1号の事業及び密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律（平成 9年法律第 49 号）第 46 条第 1 項の

規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業並びに大都市地域にお

ける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和 50 年法律第 67

号）による住宅街区整備事業を含む。以下この項において同じ。）又は土地改

良法（昭和 24 年法律第 195 号）による土地改良事業（独立行政法人森林総合

研究所が独立行政法人森林総合研究所法（平成 11 年法律第 198 号）附則第 9

条第1項又は第11条第1項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構法（平

成 14 年法律第 130 号）第 11 条第 1項第 7号イの事業又は旧農用地整備公団法

（昭和 49 年法律第 43 号）第 19 条第 1 項第 1 号イの事業を含む。）の施行に係

る土地については、法令若しくは規約等の定めるところによつて仮換地、一時

利用地その他の仮に使用し、若しくは収益することができる土地（以下この項

において「仮換地等」と総称する。）の指定があつた場合又は土地区画整理法

による土地区画整理事業の施行者が同法第 100 条の 2（農住組合法第 8条第 1

項及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 46 条第 1項

において適用する場合並びに大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促

進に関する特別措置法第 83 条において準用する場合を含む。）の規定によつて

管理する土地で当該施行者以外の者が仮に使用するもの（以下この項において

「仮使用地」という。）がある場合においては、当該仮換地等又は仮使用地に

ついて使用し、又は収益することができることとなつた日から換地処分の公告

がある日又は換地計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地等にあつては

当該仮換地等に対応する従前の土地について登記簿又は土地補充課税台帳に

所有者として登記又は登録されている者をもつて、仮使用地にあつては土地区

画整理法による土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地の使用者をもつて、

それぞれ当該仮換地等又は仮使用地に係る第 1項の所有者とみなし、換地処分

の公告があつた日又は換地計画の認可の公告があつた日から換地又は保留地

を取得した者が登記簿に当該換地又は保留地に係る所有者として登記される

日までの間は、当該換地又は保留地を取得した者をもつて当該換地又は保留地

5 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）による土地区画整理事業（農住組

合法（昭和 55 年法律第 86 号）第 8条第 1項の規定により土地区画整理法の規

定が適用される農住組合法第7条第1項第1号の事業及び密集市街地における

防災街区の整備の促進に関する法律（平成 9年法律第 49 号）第 46 条第 1 項の

規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業並びに大都市地域にお

ける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和 50 年法律第 67

号）による住宅街区整備事業を含む。以下この項において同じ。）又は土地改

良法（昭和 24 年法律第 195 号）による土地改良事業の施行に係る土地につい

ては、法令若しくは規約等の定めるところによつて仮換地、一時利用地その他

の仮に使用し、若しくは収益することができる土地（以下この項において「仮

換地等」と総称する。）の指定があつた場合又は土地区画整理法による土地区

画整理事業の施行者が同法第 100 条の 2（農住組合法第 8条第 1項及び密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 46 条第 1項において適用

する場合並びに大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特

別措置法第 83 条において準用する場合を含む。）の規定によつて管理する土地

で当該施行者以外の者が仮に使用するもの（以下この項において「仮使用地」

という。）がある場合においては、当該仮換地等又は仮使用地について使用し、

又は収益することができることとなつた日から換地処分の公告がある日又は

換地計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地等にあつては当該仮換地等

に対応する従前の土地について登記簿又は土地補充課税台帳に所有者として

登記又は登録されている者をもつて、仮使用地にあつては土地区画整理法によ

る土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地の使用者をもつて、それぞれ当該

仮換地等又は仮使用地に係る第 1項の所有者とみなし、換地処分の公告があつ

た日又は換地計画の認可の公告があつた日から換地又は保留地を取得した者

が登記簿に当該換地又は保留地に係る所有者として登記される日までの間は、

当該換地又は保留地を取得した者をもつて当該換地又は保留地に係る同項の

所有者とみなす。 



に係る同項の所有者とみなす。 

6～7 省略 6～7 省略 

第 55 条～第 130 条 省略 第 55 条～第 130 条 省略 

    第 6 節 特別土地保有税     第 6 節 特別土地保有税 

 (特別土地保有税の納税義務者等)  (特別土地保有税の納税義務者等) 

第 131 条 省略 第 131 条 省略 

2～3 省略 2～3 省略 

4 土地区画整理法による土地区画整理事業（農住組合法第 8 条第 1 項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住組合法第7条第1項第1号の事業

及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 46 条第 1 項の

規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業並びに大都市地域にお

ける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整備事

業を含む。次項において同じ。）又は土地改良法による土地改良事業（独立行

政法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合研究所法附則第9条第1項の規

定により行う旧独立行政法人緑資源機構法第 11 条第 1 項第 7号イの事業を含

む。）の施行に係る土地について法令の定めるところによつて仮換地又は一時

利用地（以下この項において「仮換地等」という。）の指定があつた場合にお

いて、当該仮換地等である土地について使用し、又は収益することができるこ

ととなつた日以後においては、当該仮換地等である土地に対応する従前の土地

（以下この項において「従前の土地」という。）の取得又は所有をもつて当該

仮換地等である土地の取得又は所有とみなし、当該従前の土地の取得者又は所

有者を第 1 項の土地の所有者又は取得者とみなして、特別土地保有税を課す

る。 

4 土地区画整理法による土地区画整理事業（農住組合法第 8 条第 1 項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住組合法第 7 条第 1 項第 1 号の事

業及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 46 条第 1 項

の規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街

区の整備の促進に関する法律第 45 条第 1 項第 1 号の事業並びに大都市地域に

おける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整備

事業を含む。次項において同じ。）又は土地改良法による土地改良事業の施行

に係る土地について法令の定めるところによつて仮換地又は一時利用地（以

下この項において「仮換地等」という。）の指定があつた場合において、当該

仮換地等である土地について使用し、又は収益することができることとなつ

た日以後においては、当該仮換地等である土地に対応する従前の土地（以下

この項において「従前の土地」という。）の取得又は所有をもつて当該仮換地

等である土地の取得又は所有とみなし、当該従前の土地の取得者又は所有者

を第 1項の土地の所有者又は取得者とみなして、特別土地保有税を課する。 

5～6 省略 5～6 省略 

第 131 条の 2～第 151 条 省略 第 131 条の 2～第 151 条 省略 

付 則 付 則 

第 1条～第 10 条 省略 第 1条～第 10 条 省略 

 (法附則第 15 条第 2 項第 6 号及び第 10 項の条例で定める割合)  (法附則第 15 条第 2 項第 6 号等の条例で定める割合) 

第 10 条の 2 省略 第 10 条の 2 省略 

2 法附則第 15 条第 10 項に規定する市の条例で定める割合は 3分の 2とする。 2 法附則第 15 条第 9 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 2 とする。 

 3 法附則第 15 条第 37 項に規定する市の条例で定める割合は 3分の 2とする。 

以下省略 以下省略 

 


